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発明の進歩性の判断における「効果」に関する考察－最高裁令和元年 8 月 27 日第三小

法廷判決（平成 30 年（行ヒ）第 69 号）を題材に－.pdf 

PDF 

要約してください。 
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この文書は、「発明の進歩性の判断における『効果』に関する考察」として、最高裁令和元

年 8 月 27 日の第三小法廷判決（平成 30 年（行ヒ）第 69 号）を題材にしています。この文

書の主な内容を要約すると以下の通りです： 

1. 背景と目的: 

o この文書は、発明の「効果」、特に「予測できない顕著な効果」の進歩性判断

における位置づけと判断方法についての考察を行っています。裁判例や学

説の分析を通じて、発明の進歩性判断における「効果」の役割を探ります。 

2. 判決の概要: 

o 最高裁判決は、発明の効果が予測できない顕著なものである場合に進歩性

が肯定され得ることを認め、特許無効審判請求を不成立とした審決を破棄

し、原審に差し戻しました。この判決は、特許発明の進歩性判断における効

果の有無の判断方法を初めて示した重要な事例です。 

3. 判決の比較と分析: 

o 文書は、前訴判決、原判決、最高裁判決、差戻審判決のそれぞれを詳細に

比較し、その判断理由と結果についてコメントしています。特に、化合物の医

薬用途に関する発明の効果が、技術水準から予測できたかどうかに焦点を

当てています。 

4. 「予測できない顕著な効果」に関する考察: 

o 学説や関連裁判例を通じて、発明の進歩性判断における「予測できない顕

著な効果」の位置づけやその判断方法についての考察が行われています。

この点に関して、特許法の条文との整合性や実質的な理由・価値判断につ

いても議論されています。 

5. 結論: 

o 文書の結論部分では、発明の進歩性判断における「効果」の役割について

の考察をまとめています。 

この文書は、特許実務における進歩性の判断において「効果」がどのように考慮されるべき

かについての詳細な分析を提供しており、裁判実務や学説に基づく議論を通じて、実務上

の指針を示しています。 
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「学説や関連裁判例を通じて、発明の進歩性判断における「予測できない顕著な効果」の

位置づけやその判断方法についての考察が行われています。」を詳しく 

ChatGPT 

文書の中で、「予測できない顕著な効果」に関する学説や関連裁判例を通じて、発明の進

歩性判断におけるその位置づけや判断方法について詳細に考察が行われています。以下

にその内容を詳しく説明します。 

1. 「予測できない顕著な効果」に関する学説 

• 学説の概要: 

o 学説においては、「予測できない顕著な効果」は、発明の進歩性を肯定する

ための重要な要素として位置付けられています。この「顕著な効果」は、当業

者が技術水準から予測することができないほどの効果を指し、発明が単なる

技術の延長ではなく、新たな技術的貢献を含んでいることを示すための指標

となります。 

• 学説における位置付け: 

o この効果が発明に認められる場合、その発明は進歩性を持つと認められや

すく、特許としての価値が高まります。したがって、発明の効果が「予測でき

ない顕著な効果」として認定されることは、特許権を取得し、維持する上で非

常に重要です。 

2. 関連裁判例 

• 裁判例の考察: 

o 文書では、複数の裁判例を取り上げ、それらが「予測できない顕著な効果」

の判断にどのように影響を与えているかが考察されています。 

o 特に、最高裁令和元年 8 月 27 日の判決（平成 30 年（行ヒ）第 69 号）は、こ

の「予測できない顕著な効果」が進歩性判断においてどのように評価される

べきかを初めて示した点で画期的です。この判決は、発明が当業者にとって

予測できないほどの効果を持つ場合に、その発明の進歩性が肯定されるこ

とを明確にしました。 

• 具体的な裁判例の分析: 

o 裁判では、発明の効果が従来技術と比較してどの程度顕著であるかを具体

的に検討し、その効果が当業者にとって予測可能かどうかが判断されます。

裁判例は、効果の「顕著性」を評価する基準として、発明の構成や技術水

準、既存の技術文献や実施例などを総合的に考慮します。 

3. 判断方法についての考察 
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• 「顕著性」の判断基準: 

o 文書では、「予測できない顕著な効果」が進歩性を認定する上でどのように

判断されるべきかについて、基準や考慮要素が議論されています。具体的

には、発明が当業者にとってどの程度の効果をもたらすか、そしてその効果

が予測可能な範囲を超えているかどうかが重要なポイントとなります。 

• 具体的な判断方法: 

o 裁判所は、発明の効果を評価する際に、当該発明の技術内容、明細書の記

載事項、引用例の記載事項、進歩性の判断基準時当時の技術常識などを

総合的に考慮します。これにより、発明が従来技術から「容易に想到し得な

い」ものであるかどうかを判断し、その結果として進歩性が認められるかどう

かが決定されます。 

4. 実務的な影響 

• 実務への示唆: 

o このような裁判例や学説に基づいた考察は、特許実務において非常に重要

です。発明が「予測できない顕著な効果」を有することを示すためには、明細

書における効果の記載や実施例の提示が重要となります。また、特許庁や

裁判所において進歩性を主張する際の戦略として、この効果をどのように立

証するかが実務的な鍵となります。 

文書では、これらの点を踏まえ、発明の進歩性判断における「効果」に関する裁判実務上

の課題とその解決策について深く考察しています。 

4o 

 

 

「発明の進歩性判断における「効果」に関する裁判実務上の課題とその解決策について深

く考察しています。」を詳しく 

ChatGPT 

文書の中で、「発明の進歩性判断における『効果』に関する裁判実務上の課題とその解決

策」についての深い考察が行われています。以下に、その内容を詳しく説明します。 

1. 裁判実務上の課題 

発明の進歩性判断において、「効果」の位置付けや評価方法にはいくつかの実務上の課題

が存在します。 

(1) 「効果」の立証の難しさ 
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• 発明の「効果」、特に「予測できない顕著な効果」を立証することは非常に難しいとさ

れています。裁判では、発明者側がこの効果を具体的かつ客観的に証明する必要

がありますが、これには科学的データや実施例の充実が求められます。立証が不

十分であると、効果が進歩性を認めるに足るものであるとは認められないことがあ

ります。 

(2) 「効果」の評価基準の曖昧さ 

• 「顕著な効果」の判断基準が明確でないため、裁判所によって判断が分かれること

があるのも課題です。特に、発明の効果が既存技術に比べてどの程度優れている

かをどのように評価するかについては、裁判所ごとに解釈が異なる場合がありま

す。 

(3) 「効果」の予測可能性に関する判断の困難さ 

• 発明が「予測できない顕著な効果」を持つかどうかの判断は、発明が当業者にとっ

てどの程度予測可能であったかに依存します。しかし、これを過去の技術水準に照

らして判断することは容易ではなく、特に技術の進展が急速な分野では、この予測

可能性の評価が難しい問題となります。 

2. 解決策と考察 

文書では、上記の課題に対していくつかの解決策や対応策が提案されています。 

(1) 実施例の充実とデータの明確化 

• 裁判において発明の「効果」を効果的に立証するためには、明細書や特許出願時

において、実施例を豊富に提供し、科学的データを詳細に記載することが求められ

ます。これにより、発明の効果が単なる理論的なものではなく、実際に確認されたも

のであることを示すことが可能となり、裁判所による評価が高まります。 

(2) 裁判所による統一的な評価基準の確立 

• 「顕著な効果」の評価基準が裁判所によってばらつくことを防ぐため、統一的なガイ

ドラインや判例の積み重ねが必要とされています。文書では、最高裁判決が示した

「予測できない顕著な効果」の評価方法が、今後の判例において一貫して適用され

ることで、法的安定性と予見可能性が高まると考えられています。 

(3) 技術水準の詳細な検討と説明 

• 発明の進歩性を主張する際には、当業者が発明時に持っていた技術水準を詳細に

検討し、発明がその技術水準を超えていることを説明することが重要です。これに
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は、引用文献や既存技術と比較し、発明がどのように新規であり、なぜその効果が

予測できないものであるかを明確にすることが含まれます。 

(4) 弁護戦略の強化 

• 弁護側としては、発明の効果が予測できないものであることを立証するために、専

門家の証言や追加的な実験結果を用いるなど、裁判において効果的な立証戦略を

構築することが求められます。また、先行技術や引用例を巧みに分析し、それらが

発明の効果を予測するに足りないことを示すことが、進歩性を認めさせる上での鍵

となります。 

3. 総括 

文書は、裁判実務において発明の進歩性を確保するための課題と、それに対する具体的

な解決策を深く掘り下げています。特に、効果の立証方法、統一的な評価基準の確立、技

術水準の詳細な説明、そして弁護戦略の強化といった多面的なアプローチが提案されてお

り、これにより裁判所における進歩性判断の精度を高めることができると考えられていま

す。 

この考察は、特許実務において「効果」を重視した進歩性判断を行う際の指針として非常に

有益であり、特許権の取得や維持に向けた戦略を構築する上で重要な示唆を与えるもの

です。 
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「文書の結論部分では、発明の進歩性判断における「効果」の役割についての考察をまと

めています。」を詳しく 

ChatGPT 

文書の結論部分では、発明の進歩性判断における「効果」の役割について、これまでの分

析や考察を総括し、いくつかの重要なポイントにまとめています。以下に、その内容を詳しく

説明します。 

1. 発明の「効果」と進歩性判断の関係 

結論部分では、発明の進歩性判断において「効果」がどのように位置づけられるべきかに

ついて再確認されています。特に、以下の点が強調されています。 

(1) 「効果」の重要性 
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• 発明の進歩性を判断する際に、「効果」が持つ重要性が再確認されます。特に、「予

測できない顕著な効果」は、当業者が従来技術から容易に想到できない発明である

ことを証明するための強力な指標となります。 

(2) 「効果」が進歩性を補強する役割 

• 発明の進歩性は、その構成要素や技術内容だけでなく、発明がもたらす効果によっ

ても強化されることが述べられています。発明の構成が既存技術に基づくものであ

っても、その効果が予測できないものである場合には、進歩性が認められる可能性

が高まります。 

2. 裁判実務における「効果」の評価方法 

結論では、裁判実務における「効果」の評価方法についてもまとめられています。 

(1) 効果の立証の必要性 

• 発明の効果を具体的に立証することが、進歩性を認めさせるためには不可欠であ

ることが強調されています。裁判所においては、科学的データや実施例を通じて効

果を示し、特に「予測できない顕著な効果」を証明することが求められます。 

(2) 効果の評価基準 

• 発明の効果を評価する際には、既存技術と比較して、その効果がどの程度優れて

いるかが重要な判断基準となります。特に、技術水準を超える効果であるか、そし

てそれが当業者にとって予測可能であったかどうかが判断の焦点となります。 

3. 「効果」の評価に関する統一的な基準の必要性 

結論部分では、「効果」の評価に関する統一的な基準の必要性についても言及されていま

す。 

(1) 法的安定性の向上 

• 「効果」の評価基準が統一されることにより、特許審査や裁判における判断の一貫

性が保たれ、法的安定性が向上することが期待されています。これにより、特許権

者や出願者はより予測可能な形で特許戦略を立てることが可能になります。 

(2) 判例の積み重ねとガイドラインの必要性 

• 最高裁判決が示した「効果」の評価方法が、今後の判例においても一貫して適用さ

れることが望まれており、それにより法的安定性が確保されるとされています。ま

た、裁判所による具体的なガイドラインや基準の明確化が、実務における判断の精

度を高めるために必要とされています。 
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4. 実務上の示唆と今後の課題 

結論の最後には、実務上の示唆と今後の課題についても言及されています。 

(1) 実務への応用 

• 特許出願者や実務者は、この文書で示された「効果」の重要性を理解し、特許明細

書の作成や審査対応において、効果をどのように立証し、説明するかを重視する必

要があります。これにより、進歩性を強く主張できる特許を取得できる可能性が高ま

ります。 

(2) 今後の課題 

• 「予測できない顕著な効果」の評価基準をさらに明確化し、それを基にした法的枠組

みを強化していくことが、今後の課題として提起されています。また、技術の進展に

伴い、進歩性の判断基準も適宜見直されるべきであるとされており、特に新興技術

分野における適用が課題とされています。 

5. 総括 

最終的に、文書の結論部分は、発明の進歩性判断において「効果」が果たす役割を強調

し、それが発明の価値を高める上でどれほど重要であるかを再確認しています。裁判実務

や特許戦略において「効果」を適切に立証し、評価することが、特許権の取得や維持にお

ける鍵となることが強調されています。 
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「独立要件説」と「「二次的考慮説」について本論説では、どういう説明がされていますか？ 
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文書における「独立要件説」と「二次的考慮説」についての説明は以下の通りです。 

1. 独立要件説 

• 説明: 独立要件説は、発明の構成自体が容易に想到される場合であっても、発明

が「予測できない顕著な効果」を持つ場合には、その効果を理由に発明の進歩性を

肯定できるという考え方です。この説では、効果自体が進歩性を判断するための独

立した要件として位置づけられています。 

• 進歩性判断への適用: 独立要件説においては、発明の効果が構成から生じるもの

として、その効果の顕著性が進歩性の肯定要素となることが強調されています。具

体的には、発明の構成が容易に想到できたとしても、効果が予測できないほど顕著

である場合には、進歩性を認めるべきであるとされます。 
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2. 二次的考慮説 

• 説明: 二次的考慮説は、進歩性の判断において、まず発明の構成自体が容易に想

到されないかどうかを判断し、その後に発明の効果を「二次的な考慮要素」として考

慮するというものです。この説では、効果は進歩性を判断する際の補助的な要素と

見なされます。 

• 進歩性判断への適用: 二次的考慮説では、主に引用発明に対する発明の動機付

けの有無や阻害要因の有無と共に、発明の効果を考慮します。発明の構成が容易

に想到される場合でも、予測できない顕著な効果がある場合には、その効果が進歩

性を認める根拠となり得るとされています。 

3. 本論説での議論 

• 文書では、これらの説がどちらも発明の効果が進歩性判断に与える影響を認めて

いる点で共通していると説明されていますが、それぞれのアプローチの違いが議論

されています。特に、独立要件説が発明の創作行為（創作過程）に沿うものであり、

妥当であると評価される一方で、二次的考慮説はその論理的な基礎についてさらに

考察が必要であると述べられています 。 
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